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１ 21 世紀は都市の時代 

世界人口は増加を続け、同時に都市人口も増加

している。2010 年時点で約 50％の都市人口割合は

2050 年には 70％に達すると予測されており、それ

に伴って図１に示すように巨大都市が急増してい

る。人口 1000 万を超えるいわゆるメガシティは、

1975年時点では東京を含め僅か 3都市であったが、

2025 年時点では 29 に急増すると予測されている。

都市人口の増加は特に発展途上国で著しく、適切

な対策がない場合の環境劣化が懸念される。20 世

紀が主として先進国中心の都市化の時代であると

すれば、21 世紀は発展途上国を含む人類全体にと

っての都市化の時代であるといえる。 

このような都市の時代において、世界の主要都

市、主要国際機関等は都市環境改善に向けた様々

の活動を実施している。そのいくつかの事例を図 2

に示す。都市環境改善の取り組みは、国連、世銀

などをはじめとして世界的・国際的枠組みで実施

されることが多いのが特徴である。日本でも内閣

府や各省庁により様々の取り組みが実施されてい

る。 

大都市が形成された場合、それが国の政治・経

済の中心になることは歴史的にも自明のことであ

る。図１に示すように、巨大都市が世界各国で形

成される結果、都市間の競争は大変激しいものに

なりつつある。どの都市がグローバルシティとし

ての評価、位置づけを獲得するかは、単に都市間

競争ではなく国の盛衰をかけた競争になってい

る。世界各国は都市の活性化を国の発展のエンジ

ンと位置づけ、都市の魅力度の向上に努めている。

都市環境の水準は都市の魅力度を決定する最重要

項目の一つである。 

 

２ 都市環境改善における環境負荷 L の削減と環境

品質 Q の向上 

21 世紀に生きる我々は持続可能性の危機という

重荷を背負っている。都市の時代を迎えた人類に

とって、20 世紀の大量生産・大量消費というパラ

ダイムから脱却した未来の都市のあり方を追求す

ることは、都市計画における最も緊急性の高い課

題である。都市環境の改善のためには、まず都市

から排出される環境負荷 L の削減に努めなければ

ならない。しかし同時に人類が人間的な都市生活

を営むことのできる都市環境の品質 Q の確保も必

要である。前者を必要条件とすれば、後者は十分

条件と位置づけられる。都市環境改善のこの 2 つ

の条件を満足するためには、環境、社会、経済、

行政などの幅広い視点から都市のあり方を組み直

すことが求められている。因みに、実施されてい

る多くの低炭素化政策は環境負荷 L の削減を目指

したものである。 

都市環境の改善には、一般に数年～数十年と長

い年月が必要とされる。重要なことは、自身が住

む都市の未来に向かって、市民が環境改善の明確

な目標を持ち、長期にわたってこれを関係者の間

で共有して、目標に向かって地道な努力を継続す

ることである。そのための枠組みのイメージを図 3

に示す。 

図 3 において、横軸が環境負荷 L の評価、縦軸

が環境品質 Q の評価を示す。環境負荷 L のスコア

は低いほど（横軸の左サイド）よく、環境品質 Q

都市環境の改善とその評価 

―持続可能な都市に向けて 

 

 

図 2 世界の都市政策の動向（事例） 

 
図 1 急増する巨大都市（世界全体）文献１ 
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のスコアは高いほど（縦軸の上サイド）いいので、

図の左上が最良、右下が最悪の位置づけとなる。

図中において、①は現在、②は BAU としての将来、

③は対策を施した場合の将来である。環境改善の

努力を怠った場合、多くの事例はルート１を通っ

て①に向かうという結果になっている。そこでは、

環境負荷 L は増加し環境品質 Q は低下する。一方、

環境改善対策に成功すれば、L も Q も改善された

③に向かう。ルート 3 が環境対策の効果を示す経

路となる。都市環境改善のように成果が見えにく

くて長時間を要する取り組みは、市民と市当局に

よる政策目標の共有が必須である。 

 

３ 日本政府による取り組み： 環境未来都市／環境

モデル都市構想   

都市の持続可能性の向上を目指して、日本政府

や各省庁は様々の施策に取り組んでいる。例えば

「都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち

法）」、「地方公共団体実行計画等の策定・実施」

等が挙げられる。これらは、前節で述べた環境負

荷 L の削減を目指した取り組みであるといえる。 

“都市”というキーワードを前面に出した環境

改善の代表的事例として、環境モデル都市と環境

未来都市の 2 つのプログラムを紹介する。図４（表

紙図参照）に構想全体を階層構造の形にして示す。

環境モデル都市の中から厳選されたものがトップ

ランナーとしての環境未来都市という位置づけに

なっている。更にこれらを支える組織として、関

係自治体、関係省庁、民間企業などが参加して構

成される「環境未来都市」構想推進協議会が設置

されている。両プログラムの目的は、都市環境改

善において地域特性を活かして優れた取組みを実

施している都市（自治体）を政府が指定し、先駆

的取組みを見える化して、その成果を内外の都市

に波及させるというものである。ここで“都市”

という言葉が使われているが、具体的には行政単

位としての基礎自治体を指している。後述する都

市環境の評価ツール CASBEE-都市は、この両プロ

グラムに関連して開発されたものである。 

環境モデル都市プログラムは、低炭素型の都市

づくりを主なる目標として 2008 年度にスタートし

た。その意味で、このプログラムは主として環境

負荷 L の削減を目標とした政策であると言える。

2008 年度に最初の 13 都市が指定され、その後追加

指定されて、現在は図 5 に示すように 23 都市に達

している。これらの都市における意欲的な取り組

みは広く内外に紹介され、全国自治体における環

図 3 現状から将来に向けた政策目標の共有（イメージ）

 

 

図 5 環境モデル都市(13 都市＋7 都市＋3 都市) 



 

－4－ 

境改善政策に、大きな貢献を果たしている。最終

的には、40～50 都市（目安として各都道府県に 1

都市程度）の指定を目指している。 

環境未来都市構想は 2011 年度にスタートし、図

6 に示すようにこの年に 11 都市が指定された。図

4 の階層構造に示すように、今後環境未来都市は、

環境モデル都市の中から厳選して追加される予定

である。環境未来都市では、環境モデル都市選定

の際の主要条件であった低炭素型の都市づくりは

当然のこととして、高齢化対応やグリーン成長を

はじめとして、地域資源を活用してさらに高い環

境、社会、経済面での水準を実現することが選定

のための条件とされている。その根幹が図 7 に示

す環境価値、社会的価値、経済的価値の 3 つの価

値創出による都市の活性化である。低炭素化に限

定しないで、都市環境や都市の活動度の向上を目

指す点に環境未来都市の特徴がある。その意味で

このプログラムは、環境負荷 L と環境品質 Q の両

者の改善を明示的に打ち出した政策であると言え

る。環境未来都市においては、成果の国際的発信

が主要目的の一つとされており、毎年国際シンポ

ジウムが JICA 等と協力して日本各地の環境未来都

市で開催されている。また北九州市や横浜市はこ

の構想の下に、アジア各国で都市環境問題解決の

実践的取り組みを継続的に実施している。なお選

定が行われた 2011 年度は東日本大震災が発生した

年であり、レジリエンスの向上や復興という課題

を特に重視する考え方の下に選定が実施された。 

４ 都市環境の評価：全国自治体を対象として 

都市環境の構造は極めて複雑なもので、多面的

な側面を有するその実態を知ることは容易ではな

い。実態がわかりにくいので、自治体当局にとっ

ては政策設計が難しいし、市民にとっては当局が

打ち出す政策の理解が難しい。このような事態が

市民参加型の都市環境改善の取り組み推進のバリ

ヤーになっている。これを打破するための有効な

方法の一つは、体系化された枠組みに基づいて定

量的評価を行い、多くの都市について評価を実施

し、相互比較することである。このような評価に

より、市民と自治体当局が共に自身のまちの立ち

位置を認識し、今後の改善に向けた課題を共有す

ることができる。 

筆者らは、環境モデル都市／未来都市プログラ

ムの一環として都市環境評価のために、評価ツー

ルである CASBEE-都市を開発し、これを用いて全

国自治体の環境性能評価を行った文献 2,3,4,5。この種

の評価において、必要とされるデータは一般に自

治体単位で整理されているので、評価対象は必然

的に自治体となる。CASBEE-都市の評価項目は公

開データに基づいて評価可能なように設計されて

いる。 

図８に評価システムの枠組みを示す。CASBEE-

都市では、評価内容は環境負荷 L の削減と品質 Q

の向上の２つの側面に大別される。前者の環境負

荷 L に関しては、CO2 排出量／人・年（エネルギ

ー起源・非エネルギー起源について）として評価

される。後者の Q は、環境・社会・経済の 3 つの

視点に添って評価項目が設定されている。詳細に

ついては関連文献を参照されたい。 

図９～11 に環境品質 Q(Q1、Q2、Q3)の、図 12

に環境負荷 L の、全国自治体の評価結果を示す。

濃い緑が高得点を表す。これらの評価は 2010 年の

データに基づいている。図９の“Q1 環境”と図

11 の“Q3 経済”の評価結果を比較すると、評価

図 8 CASBEE-都市の評価項目 

図 6 環境未来都市（11 都市, 2011） 

 

図 7 3 つの価値の創出 
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の良否の傾向が全く逆の傾向になっていることが

特徴的である。関東、東海、近畿、瀬戸内沿岸、

北九州などの大都市域で Q3 経済が高得点を示す

のに対し、Q1 環境は、大都市以外の地域で高得点

を示す。 

環境負荷 L（CO2 排出量／人・年）については、

大都市域において高得点という結果になってい

る。この指標を用いる場合、いわゆる地方よりも

大都市の方が低炭素化の効率で優れているのは注

目すべきことである。これは大都市における様々

な面での集約化の効果が発揮されたものと判断さ

れる。ここでは 2010 年という現時点の評価結果を

示したが、1990 時点の評価も実施している。両時

点の評価結果の比較により、各自治体における環

境改善の実態を知ることができる。 

 

まとめ  世界の都市が目指すべき環境改善の経路 

世界の都市の環境水準や開発段階は様々であ

る。将来の改善の方向は、それぞれの都市の固有

の事情に応じて検討されなければならない。図 13

に、多様な段階における世界の都市について、将

来の向かうべき方向を示す。図の構成は、図 3 と

同じである。同図において、左上の楕円が目指す

べき“持続可能な都市”である。 

都市 A は先進国に多く見られるタイプの都市を

モデル化して示したものである。Q の性能は十分

に高いので、今後は L の削減にその努力を傾注す

べきである。都市 B は、いわば新興国型の都市モ

デルで、今後 L の削減と Q の向上の両側面に留意

しなければならない。都市 C はいわば発展途上国

型の都市モデルで、ここではもっぱら Q の向上に

努力を集中すべきである。これらの都市では経済

発展が進展していないため環境負荷 L は現時点で

は少ない。重要なことは、都市 A や B のように、

環境負荷の多い都市を経由することなく、直接真

上の、“持続可能な都市”を目指してほしいこと

である。そのためには、先進国の諸都市が早めに

負荷の少ない“持続可能な都市”のモデルを実現

し、その目標が実現可能であることを世界に示す

ことが肝要である。その意味で先進国の都市環境

改善の緊急性は高い。 
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図 9 全国自治体の評価結果：Q1 環境 

 

 

図 10 全国自治体の評価結果：Q2 社会 

 

図 11 全国自治体の評価結果 Q3：経済 

 

図 12 全国自治体の評価結果：環境負荷 L 

図 13 サステナブル都市に向けた都市環境改善の方向
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